介護支援課総括補佐
　お待たせいたしました。予定の時刻より若干早いんですが、本日ご出席のご予定の先生方、お揃いでございますので、ただいまから第３８回大阪府高齢者保健福祉計画推進委員会を開催させていただきます。
私、本日司会を務めます、福祉部高齢介護室介護支援課総括補佐の田中でございます。どうぞよろしくお願いいたします。
なお、あらかじめご了承願いますが、本日、記録のために若干写真を撮らしていただくことになりますので、よろしくお願いいたします。
それでは、開会にあたりまして、福祉部長の井手之上のほうからご挨拶申し上げます。

福祉部長

　ご苦労様でございます。福祉部長の井手之上でございます。
第３８回の大阪府高齢者保健福祉計画の推進委員会の開催にあたりまして、ご挨拶を申し上げます。委員の皆様におかれましては、日頃から大阪府の高齢者保健福祉行政の推進にご理解とご協力を賜っておりますことを、この場をお借りいたしまして厚く御礼を申し上げます。
また、本日は年度末の何かとお忙しい中、ご出席を賜りまして、ありがとうございます。
大阪府高齢者計画２０１２年でございますが、この策定につきまして、これまで鋭意、ご審議いただいたところでございまして、本委員会は今回で４回目という運びになりました。
これまでご審議いただきました計画案に対しまして、パブリックコメント、これをこの１５日をもちまして終了させていただきました。寄せられましたご意見なり、そのご意見に対する府の考え方につきまして、後ほど説明させていただきたいと思っております。
推進委員会の審議内容、それから、先ほど言いましたパブリックコメントの結果、それから、計画に記載しております介護サービス量につきましての市町村との調整経過等々を踏まえまして、計画の最終案を作成したところでございまして、本日は皆さんにご意見を賜りまして、計画をまとめ上げていきたいと考えておりますのでよろしくお願い申し上げます。
ご案内の通り、高齢化はどんどん進んでまいります。こういった社会的な支援を必要とする、高齢者の方々はかなり増えてくるわけでございますけれども。できるだけ住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができますように、地域社会全体で支える体制を整備していくことが必要であると考えています。
特に、今後、認知症を有する高齢者の方々、それから、独り暮らし高齢者、こういったところに焦点を当てながら施策を進めていかなければいけないのかなと考えているところでございまして、この計画案につきましても、必要な取組みなり、施策等々、皆様のご意見・ご指導によりまして盛り込まれたのではないかなと考えております。
今後、この計画の具体化に向けまして、市町村、関係機関と連携しながら積極的に取り組んでまいりたいと考えております。
また、本日はこれとは別に、府内の高齢者虐待の状況とその取組みにつきましてもご報告させていただきたいと思います。また、それにつきましてもご意見を賜りたいと考えております。
委員の皆様には、これまで貴重なご意見・ご提言を賜りましたことに対しまして厚く御礼を申し上げますとともに、本日も忌憚のないご意見を頂戴したいと考えております。
それでは、どうぞよろしくお願いいたします。

介護支援課総括補佐
　続きまして、ご出席いただいております委員の皆様のご紹介でございますが、出席者名簿の配付を以て代えさせていただきますのでご了承くださいませ。
それから、本日は代理出席も含めまして１８名の委員の皆様方がご出席いただいております。
なお、黒田先生につきましては、若干遅れられるというご連絡を事前にいただいております。
次に、配付資料の確認をさせていただきます。
机の上に本日の会議次第、出席者名簿の他、資料１「大阪府高齢者計画２０１２」（案）。
資料２「大阪府高齢者計画２０１２」（案）の前回委員会以降の変更点。
資料３「大阪府高齢者計画２０１２」（案）に対する府民意見の募集結果について。
資料４「平成２３年度高齢者虐待防止・身体拘束ゼロ推進の取組状況について。
資料５「第４期介護保険事業支援計画（平成２３年度上半期）実施状況。
参考資料１といたしまして、大阪府議会２月定例会代表質問における質疑内容（速報）。
参考資料２といたしまして、平成２４年度介護報酬改定の概要を、資料としてお配りさせていただいております。
それと、あと追加で、津村委員のほうから第９回日本高齢者虐待防止学会神戸大会のご案内と、それから市民講座のご案内ということで、２枚、情報提供がございましたので、お配りさせていただいております。併せてご覧ください。
それでは、これより議題に移らせていただきます。以降の進行は高杉委員長にお願いいたしたいと存じます。
委員長、よろしくお願いいたします。

高杉委員長

　それでは、早速始めたいと思います。
議題１の大阪府高齢者計画２０１２（案）について、事務局からまず説明をお願いしたいと思います。

介護支援課課長補佐
　介護支援課課長補佐の木村と申します。
お手元にお配りさせていただいております資料の１でございますが、高齢者計画２０１２の案ということでございます。こちらの方は、これまでこの委員会でご審議いただいた内容、また、２月１５日から３月１５日まで実施いたしましたパブリックコメント、それから、現在まだ開会中でございますが、２月の定例府議会の審議内容など、こういったものを基にしまして、最終の案として作成いたしております。
まず最初に、資料としては順番があとさきになりますけれども、資料の３をご覧いただきたいと思います。
パブリックコメントの概要についてご説明申し上げます。
府に寄せられましたご意見、ご提案の数は提出件数で４件、個人さんからは２件、団体さんから２件。項目数で数えますと、５６の項目になります。内訳は資料の通りでございまして、地域包括ケアシステムの構築に関するものが２７件と、最も多かったということでございます。
具体的なご意見とそれに対する府の考え方を次のページからご説明申し上げたいと思います。
主なもの、計画に反映するもの、そういったものを紹介させていただきたいと思います。
まず、地域包括ケアシステムの構築の中でも意見が多かったのが、地域包括支援センターの機能強化についてということでございました。主な意見といたしましては、センターの人員配置や担当エリア、専門職の起用など、体制についてのご提案・ご意見がございました。
府の考え方といたしましては、すでに計画の中に記載している内容に重なるんでございますけれども、今後の機能強化の方向といたしまして、職員の研修の他、センターの機能整理、業務改善、また、国の補助を活用した認知症地域支援推進員の配置など、こういったことを考えております。
計画に重なるということで修正するという部分はございませんでした。
次のページお願いいたします。
ここは、医療と介護の連携の強化というところでございます。
これも８件と多くの意見が寄せられております。
主な内容といたしましては、計画に記載されている取組みについて、さらに踏み込んだ説明を求めるもの、具体的な要望、こういったものがございました。
この中でも、４番目のところに在宅医療を担う介護支援専門員以外の資質の向上のために必要な研修を実施していただきたいというのがございまして、これらの在宅医療の確保、これは非常に今後重要になってくると考えておりますけれども、これは今後策定いたします保健医療計画等の関係等もございます、今後の検討課題ということで位置づけさせていただいております。
次のページでございます。
地域の支え合い、ここのところでは、地域安心システムに関するものが２件ございました。
府といたしましては、今後とも市町村の取組みを支援していくとしております。
まちづくりのところでございます。道路の段差解消、公共交通機関のさらなるバリアフリー化など、方向性といたしましては、福祉のまちづくりの方向に沿ったものということで参考意見とさせていただいております。
特徴的でありましたのは、やはり次のページでございますが、第７項の災害時の高齢者支援というところでございました。福祉避難所に関するものが３件、災害時要援護者名簿に関するものが１件ということでございます。
計画におきましては、福祉避難所の指定を進めていくように市町村に働きかけるとしているところでございます。ここで提案がなされております障害に応じた福祉避難所の設置、こういったことにつきましては、さらに今後の検討課題と認識いたしております。
続いて、第２節の分でございます。認知症の分でございます。
全部で１０件の意見をいただいております。
在宅介護の介護者への支援につきまして、今回の計画においては、家族の会のご活動の事例を紹介させていただいているところでございますが、家族の会、これも社会資源の重要な一つということで考えております。介護者を支える上で、こうした地域の活動と連携していくべきということでございます。併せて、必要なサービスが必要なときに使えるように地域密着型サービスの普及に向けた取組み、こういったことが必要と考えているところです。
また、キャラバンメイトの普及につきましても、今後とも市町村と連携して取り組んでいくということとしております。ご提案の中でキャラバンメイトのフォローアップ研修というのが、第１項の２番目のところにございました。すでに平成２２年度も実施いたしております。２３年度も実施いたしておりますということで、この件につきましては計画に追加で記載ということで修正させていただいております。
重い提案をいただいておりますのが５ページになります。左の方、４番と書いているところですね。病院や施設が利用できない中で、在宅で介護を受けておられる方がいらっしゃると。こうした方に対しましても、医療と介護の連携によって必要なサービスが提供される、また、介護者に対するレスパイトケアによって在宅生活が少しでも楽になるように取組みを進めていくことが必要だと考えております。大変に重い課題であり、しかしながら、今後、地域包括ケアシステムが最も必要になるのはこういった方と考えているところでございます。これは検討課題と位置づけさせていただいております。
その次でございます。医療との連携の促進というのがございます。
認知症の方のための病院の整備という要望でございまして、高齢者計画の中で取り扱うものではないのかなと考えておりますが、次の保健医療計画の大きな柱の一つというのが認知症対策というのも含まれておりますので、福祉部局と医療部局が連携して検討していくんだということで検討課題に位置づけさせていただいております。
認知症の介護の質の向上という点におきましては、研修や施設の人員配置等についてのご要望でありまして、府としての考え方というものを示させていただいております。
次のページでございます。
健康づくり、生きがいづくりのところでございます。意見・提案というよりは要望というものが多かったと感じております。府としては今後の参考意見という形で受け止めさせていただいております。
このページの下段の方です。
利用者支援の部分です。第４節でございます。家族介護者や低所得者への対応ということで、これにつきましては市町村独自で取組みがされていること。また、府としてはそうした取組みについての情報の提供、また、使える制度の周知といったことに努めていることを説明させていただいております。
一番下の適切な要介護認定というところにつきましては現状の取組みを説明させていただいております。
次のページでございます。第５節、介護保険事業の適切な運営のところでございます。
介護技術向上のための講習の実施というご意見でございましたが、府といたしましては、事業者の行う研修の質を確保するという取組みを行っておりまして、直接の講習会の実施ということは考えてはおりませんということで回答を作成いたしております。
このページの下段ですね。第３項、施設基盤の充実の一つ目に、特養の全室個室化へは反対というご意見でございます。また、施設でのサービス水準についての意見というのもございました。いずれもご意見として承りまして、府の考え方をお示しさせていただいております。
次のページでございます。第４章、介護サービスの見込みにつきまして、第３項のところのご意見で、２というのがございまして、通所リハビリテーションに関するものでございますが、理学療法士や作業療法士、こういった方がされるということで、その追記のご意見でございました。これはその通り計画案の修正をしようということで考えております。
３につきましては、いろんな項目を含んでいるところでございます。ただ、府としてきちんと考え方をお示しさせていただいているところでございます。
最後のページになります。
第５章、第６章につきましてもそれぞれ１件ずつご意見をいただいておりますが、関係する事項がすでに計画の方に記載されておりますので、特に計画を修正するということはございません。
以上、ご意見いただいた項目につきまして、府の考え方、計画への反映ということでございますが、２ヶ所で計画については修正いたしております。
今後の計画の方向性と合致するものにつきましては施策展開に生かすということはもちろんですが、その他の意見につきましても今後の参考として生かしてまいりたいと考えております。
なお、このパブリックコメントの結果につきましては、様式を改めまして、今月末、府のホームページに計画の成案とともに掲載する予定にしております。
それでは、パブリックコメントの反映も含めまして、高齢者計画２０１２（案）につきまして、前回の委員会からの変更点について、資料２を説明させていただきます。
これは本体のページもご一緒に参考いただいてご覧いただきたいと思います。資料２でございます。前回の委員会におけるご意見、議会における議論、予算の状況、こういったものに基づきまして、計画の案を修正いたしております。
まず第１章関係ですが、９ページでございます。
第７節「計画の進行管理」というところがございますが、ここに、今後目標を実現するために状況の変化、そういったものがあったときにも的確に対応して、見直しをしながら計画を実現していきますということで、第７節の４行目のところに「また」というのがありますけれども、ここのところを追加で記載を充実させたということでございます。
第２章は修正がございませんでした。
第３章、３１ページでございます。
ここは「地域包括ケアシステムのイメージ」ということで、以前にも調整中ということでお示ししていたところでございますが、住まいの位置づけということでご意見がございました。他の資料等も参照いたしましていろいろ検討した結果、構成についてはほぼ元の、原案通りとし、ただ、もう少し見やすくということで修正いたしております。
続きまして５３ページ、少し飛びます。
第１節の第５項、ここに「高齢者にやさしい住まいの確保」と「福祉のまちづくりの推進」という項目がございます。その末尾のところに、「主な取組み」というのが前回はついておりませんでした。ここもつけた方が良いというご指摘がございましたので、ここにつきましては「主な取組み」というのを新たにつけさせていただいております。
続きまして、５９、６３、６６、７０、それから１０２、１０３、１０４と、複数ページが書いてありますのは、例えば、５９ページをご覧いただきたいんですが、これは認知症の対策のところでございます。このちょっと色つきの、角が丸い四角で囲んでいる部分ですけれども、この各項ごとの要点をまとめたところ、これが第２節と第６節は１ヶ所しかなかったと、各節に１個しかなかったと。ただ、これは他の節を見れば、各項目についているんで、項目毎につけてはどうかというご意見がございましたので、ここはそのように各項毎に要点をまとめた部分を追加させていただきました。それで、少しページ数が多くなっております。
６０ページをご覧ください。
先ほどパブコメで出ておりましたキャラバンメイトのフォローアップ研修を行っていきますというところでございますが、「主な取組み」と書いたすぐ上の字の文章のところでございます。これは新たに追加で変更させていただいております。
続きまして、９４ページでございます。
第５節第１項「福祉・医療・保健の人材養成と確保、資質の向上」というところでございますが、ここに、具体的に福祉・介護職員の増加目標、１３,８００人（平成２４年度から２６年度）３年間の目標ということで、過去の実績などをベースにいたしまして、個々に目標値を入れさせていただいております。
続きまして、１００ページでございます。
第５節第３項「財政安定化基金の設置運営及び活用」。前回はこの「活用」というのがなかったんですけれども、今、府議会に提案いたしております予算の中に、地域包括ケア体制整備事業というのが、この点線の四角で囲んでいる部分ですけれども、含まれております。これは何かと申し上げますと、財政安定化基金、これは介護保険財政の運営における基金で、保険料収入が不足したりした場合に、とりあえず府の基金を活用していただいて介護保険を運営していただき、次の期におきまして保険料に上乗せした上で返していただくと、そういう基金なのでございますが、これが現状あまり使われてない、積み上がったままになっているというところから、国の方で介護保険法を改正しまして、必要額は残して、それ以上の分は取り崩して、出資者といいますか、これは国と府と市町村がそれぞれ３分の１ずつ出し合っているんですけれども、それぞれへ返しなさいということとなりました。

そのために返ってきた府の財源、これの一部を今後市町村の地域包括ケアシステム構築の推進の取組みに交付金として使っていこうということでございまして、予算額といたしましては、今後３年間で各２億円の予定ということにしております。
続きまして、次の１０１ページでございます。
これはまるまる新しい項目でございまして、第４項「介護保険を持続可能な制度とするための検討」ということでございます。
これは別に資料がございます。参考資料の１でございます。
府議会の代表質問における質疑内容（速報）で、１枚物でございますが、これは現在開会中の２月定例会の代表質問におきまして、介護保険の広域化ということが議論されました。
まず２月２７日でございますが、大阪維新の会の今井議員から、保険制度の広域化ということで、市町村間の格差や保険料の市町村毎の格差、これをなくしていくと、統一された保険料体系を整備するんだと。これは先の知事選のマニフェスト、また維新の会のマニフェストとして、国保と介護の広域化ということを府民に約束してそれが信任されたわけだから、これを強力に進めていくべきという主張でございます。
そのことについて知事は、どう考えるのかということでご質問がございました。それに対する知事の答弁が書いてございます。介護保険料が上昇していく、また、市町村ごとの格差も大きくなっていく現状の中で、この制度を持続可能なものとしていくために介護保険財政の基盤強化、また市町村間の格差をなくしていく必要がある。そういう認識の上に立ちまして、今後、保険者である市町村とともに広域化に関する課題の整理、国への制度提言、こういったことを検討する研究会を立ち上げて取り組んでいくと、こういう答弁がございました。
別の日でございますが、３月１日。これは民主の代表質問でございますが、介護保険の広域化について、今後そういう広域化についても検討していくべきという意見はありますよねと、ただ、広域化による課題も一緒にあるんじゃないでしょうかという質問です。例えば、保険料が府内統一となりますと、今、市町村さんはそれぞれ自分のところが保険料を決めるんで、その保険料の増加を少しでも抑えるために介護予防、こういったことにも力を入れて取り組んではるのが、そういうタガが外れるんじゃないか、返って保険料が高くなるんではないかというご意見でございました。
また、今の市町村への権限移譲、身近な行政は市町村へという動きに逆行するんではないか。
さらに、保険料が統一されると、下がるところもあれば上がるところも出てくる、そういった課題があるのではないかというご質問でございました。
併せまして、府内を一つにするんじゃなくて、現状は高齢者保健福祉圏というのが二次医療圏と重なる形で定められていますけれども、その医療圏辺りが限度ではないかというご質問でございました。
これに対する知事の答弁なんですけれども、その広域化に関する課題というのは十分、ご指摘された分は承知している。その課題の解決に向けた部分も含めて、これから市町村と一緒に検討していくんだということでございます。
ただ、医療圏毎の広域化という部分につきましては、保険料の格差というのが依然残るという部分でありますとか、保険財政の安定化の効果が小さいということで、府域一元化という方向で検討していきたいというやりとりがございました。
この介護保険事業支援計画も含む大阪府の高齢者計画におきましては、第４項という形で入れさせていただいているんですけれども、今後の高齢化の進展にも対応して制度が持続可能なものとなるように、介護保険の広域化についての検討を進める。これは１０１ページにありますように、第１期から第５期までの保険料、これは月額ですけれども、載せさせていただいております。府内平均が第１期３,１３４円だったのが、第５期では、これ濱田１２月時点ですけれども、５,３５８円になろうとしている。その高いところと低いところの格差も大きくなろうとしている。
こういったところから広域化について検討をしていくんだということで、載せさせていただいているところでございます。
資料２に戻りまして、次は第４章です。１２０ページ。
これは先ほどのパブリックコメントの反映ということでございますが、通所リハビリテーションの説明に「理学療法士や作業療法士等が」というのを追加とうことです。
ただ、すみません、私、打ち間違っておりまして「等」が抜けております。これは修正させていただきます。「理学療法士や作業療法士等がリハビリテーションを行うサービスです」ということでございます。
なお、第４章全体につきまして、市町村のデータの修正に伴いまして数値を直近のものに修正いたしております。前回は１２月集計値でしたが、今回は２月集計値ということでございます。
ただ、各市町村さんも今のところ、ずっと議会で保険料を含んで議論をされているところですんで、なお、変更の可能性はございます。
それから、１３５ページから１４４ページでございますが、これは各施設、居住系サービスの必要入所定員総数を定めるというものでございまして、前回、１２月にお出しした案ではここの部分が抜けておりました。調整中ということでさせていただいておりましたけれども、ほぼ数字が固まってまいりましたので、それをベースに市町村さんの整備意向等をもとにしまして、府として必要（利用）定員総数を定めるということとしております。
最後、第５章でございます。１５７ページ。
ここは先ほどの通所リハビリテーション。これは、先ほどは今後の見込みでしたが、第５章は現在の計画の検証ということで同じ項目がございます。１５７ページです。
通所リハビリテーションのところに「理学療法士や作業療法士等が」を追加しております。先ほどと同様に「等」が抜けております、申し訳ございません。これを入れております。
その他に所要の文言修正というのもございますが、これらを反映して、資料１としてとりまとめをしております。
なお、本日のご審議の参考資料といたしまして、資料５、介護保険事業支援計画の上半期の進捗状況、また、参考資料２の介護報酬改定の概要をお配りしておりますけれども、説明の方は省略させていただきたいと思います。
説明は以上でございます。

高杉委員長

　ありがとうございました。ただいま、変更点も含めての説明いただきましたが、何かご質問があったらお受けしたいと思います。

豊田委員

　すみません、１３５ページのところで、指定介護老人福祉施設というので、２４年から２６年、ずっと増えていったりしているんですけど。これは三島と南河内、ゼロとなっていますよね。
これはどういう読み方をしたら良いんですか？
老人がいなくなるというのか、どういうふうに解釈したら。それだけ教えてください。

高杉委員長

いいですか？

介護支援課課長補佐
　介護支援課でございます。老人がいなくなるということではございませんで、高齢者の方は今後も増え続けるということなんでございますが、この圏域の市町村におきましては、特別養護老人ホームの整備の方向ではなくて、それ以外の部分、例えば特定施設でありますとか、居宅サービスを充実させるというところで、この３年間は対応していくという考え方をお持ちだということでございます。

高杉委員長

　いいですか？他にご意見ございますか？はい、濱田先生。

濱田委員

　利用者への情報提供のところ。８１ページですね。介護サービス情報の提供が少し見直しされるということがあるんですが、実は、いわゆる、これまで一般にケアマネジャーも含めてＷＡＭＮＥＴをよく活用させていただいているんですが、実は、居宅サービス、施設サービス、大阪府所管のサービスにつきましてはすべて、恐らく指定のときに入力されていまして、検索するとすべて出てくるんですが、実は、地域密着サービスの方のかなり入力がされてない状況というのがありまして、検索しても、中には、実はたくさん地域密着型サービスがある市町村でも１ヶ所も出てこないというところもありまして。
これはここで申し上げて良いのかどうかちょっとということがあるんですが、その辺りがちょっと、情報提供の方がサービス情報の公表も見直しに入ると。ＷＡＭＮＥＴは一部入力されてないということが見受けられる部分もありますので、その辺りのちょっと対応策といいますか、どのような形にしていただくかというのが１点。
あと、それから計画がずっと進捗して参るんですが、いわゆる介護人材がかなり不足傾向というのが、そろそろまた出てまいりまして、その辺りの人材育成のことで何か　もしお考えが、計画をよく読むとどこかに出ているのかも分かりませんけれども、少しお教えいただければと思いますが、以上です。

高杉委員長
　情報の周知徹底、不徹底、この件に関して。

居宅事業者課長
情報の公表制度は、いわゆる法律に基づく公表制度と、ＷＡＭＮＥＴの２つがございます。ＷＡＭＮＥＴの中で、一部地域密着の情報が提供されてないということですが、早速、帰りまして、原因とかも分析してきちんと対応したいと思います。

但し、ＷＡＭＮＥＴの方は、平成２４年度の年度途中で高齢者の部分の情報提供につきましては廃止するという方針を国が示しておられますので、今後は法に基づく情報公表制度、こちらの方がメインになっていきます。

高杉委員長

　はい、川合委員。

川合委員

　今の濱田さんの意見についてですが、せっかく情報公表サービス制度の料金について、大阪府が他のに比べたら安くしてくれているのに、もっと取り組んでほしいということを言っていては、またやりますとなって、また費用のかかることになります。そんなことを言うべきではない。われわれが取り組むべき。あなたの団体が取り組むべき。私の団体も情報発信していく。行政の注文するのではなく、関係者が取り組んでいくべき。
高杉委員長

　はい、もう一点。
地域福祉課長
　すみません、地域福祉課でございます。
人材の確保のところなんですけれども、国の予測見込みでは、平成３７年度までには２１３万から２４４万人、これは国全体で必要という試算が出ておりまして、それで、大阪府で割り戻しますと大体４～５万人分が必要だということなんですけれども。
私もいろいろ計算いたしまして、１年間で４,６００人必要ということで計算しておりまして、
２４年度以降も引き続き人材確保事業をするということで、予算の方も現在の議会で審議中ということでございます。高齢の計画では、３年間で１３,８００ということで位置づけていただいております。

高杉委員長

　濱田委員。

濱田委員

　川合委員、指摘ありがとうございます。
引き続き情報提供を進めていくということなんですが、実は情報公表の方なんですが、これがたぶん、基本情報が詳細は来てからということになろうかと思いますので、指定からその間にちょっとタイムラグがありますので、その辺りの考慮もお願いできたらと思いますが。

高杉委員長

　はい。

川合委員

　訂正しますけど、やっぱりわれわれのように団体代表も出ているわけですから、団体が自分の利点ばかりを主張するんではなくて、すべきことも言うべき。
今、後段でおっしゃったことは、われわれが事務局をしっかりして、こういう情報が出たんであるならばちゃんと緊密に連絡しましょうねと持ちかけるべきであって、きつくしてくださいとか柔らかくしてくださいとかお金を上げてくださいと言っても、「お金がない」で終わりですよ。そう思います。

濱田委員
　ありがとうございます。ちょっと誤解ないように言っておきます。
決して調査をもう一度復活とか、そういうことではありません。本当にご指摘の通り、私どもも引き続き、情報提供に努めてまいりたいとは思っておるんですが、なかなか府下、市町村で指定を受けたというのはすぐに分からないものですから。

川合委員

　そんなことをちょっとでも言ってもらわないと、「ああ、そうか」とはならない。こういう発言があったんだんからと、行政は、「ちゃんとやらないといけませんね、またお金を集めます」と言うに決まっているでしょう。

高杉委員長

　それぞれの立場で情報提供という部分をそれなりに周知ができるような形は取っていただきたいなと思います。
他に何かありますか？はい、どうぞ。

川合委員

　実は今日朝１０時頃、私の携帯が鳴りまして、大老協の事務局長から、大老協が公益法人に認可されたと。今日朝、知事からの証をいただいたということで、私、本当に諸先輩並びに大阪府庁の方々に感謝申し上げます。わずか半年余りの申請でしたけれども、きちんと書類を揃えさせていただいて公益法人にならせていただきました。
これも少し嫌みを言いますと、私有財産がないから早くなったんであって、これが私有財産あったらもう大変なことやったなと思っているんですけど、それはともかくとして。公益法人にならせていただいたことに関しまして、私は本当にこれから、会長職として矜持をもってこういう会議に参加させていただきたいと思っております。どうもありがとうございました。
ただ、パブリックコメントを見ていたら、これは先ほどのあれではないんですけども、ご苦労されたんだなと思うんですが、やはりパブリックコメントはパブリックコメントであって、いろいろ本当に、市町村ごとに認知症病院を持てといったときの財政の負担とか、そういうことを懇切丁寧にご説明にならないことには、一見すれば、あっこれは良いなということになるんですけれども。
広域化のことも含んで、これはいろんな連携を持って対処するというお答えが、これが世間受けするかどうかは分かりませんけれども、懇切丁寧にご説明されることを期待いたします。
それと、最後のページのところで、かかりつけ医の往診をお願いしたいというパブリックコメントがありました。私も、今は代わりのドクターを院内に確保して出てまいりましたけれども、在宅療養診療所を取りましてからは、いつ電話がかかってくるかとビクビクしております。かかりつけ医というのは、やはりいろいろと自由を束縛されますし、そういう点において医療と介護の連携、私が全国会長してるときからやはり机上の空論の、空中戦をするんではなくて、実地に、地に足をつけて医療をしたいなと思っておりましたけれども、実際、この１年やってみますとがん末期の方がいかに多いか、その方々がいかに在宅で暮らしたいか、しかも、そういう在宅で暮らしたい間際、１週間、あるいは３日前になっても、やはりそれが無理であって、施設、病院に入院せざるを得ないという状況。　

ホスピスに入られる方は本当にごく稀な幸運な方々ですけれども、そういう方々を十数人、この１年間でお見送りしてきて、この問題表面的に考えてみるとさらっと終わってしまいますけれども、在宅担当、在療診を取っている先生方のご苦労はいかばかりかと、今は私の身ですけれども、思います。　

これを制度化していくには、やはりいろんな意味で問題点が多いなということを、もしも、次期に私がここの席に座っておりましたら、そういう点で発言も続けさせていただきたいと思っております。本当に何を言ったか分かりませんけれども、公益法人は私、会長として念願でしたので、ご協力・ご指導いただきましてありがとうございました。

高杉委員長

　はい、他に何かご意見ございますか？
今まで出たご意見をだいたい網羅してこの案を、また、少しパブリックコメントに関しては少し紋切り型な言い方も中にはあろうという感じもいたしますが、一応、それも反映しながらできることを修正したという部分ではありますが、いかがでございますか？
川合委員

　よくまとめられたと思いますよ。章立ての変更から、いろいろとご苦労をなさったと思います。

高杉委員長

他にご意見何かございますか？
はい、ありがとうございます。
それじゃあ、この計画そのものを策定、この計画で行きたいと思います。
ただ、委員の意見もね、今日も少し追加の意見もありました。それから、パブリックコメントに関していろいろまたご意見等も出ておりますから。そういう部分を実際の施策に落としていく段階では、やっぱり十分頭に入れながら進めていってもらいたいなということを思います。
それじゃ、本委員会としては、この高齢者計画案を了承するということでよろしゅうございますか？
はい、ありがとうございます。
それじゃ、後これをどのような形できちんとした成案にしていくのか、その辺りを事務局の方からちゃんとお聞きしておきたいと思います。

介護支援課課長補佐
　ご説明申し上げます。
本日ご審議いただきました計画案のこの後の取り扱いでございますが、今年度中の策定に向けまして所要の修正を行います。体裁を整えまして、決裁、これは庁内の手続きでございます。決裁が終わりましたら３月末を目途に、計画ができましたということで、府政記者会へ報道資料提供を行います。また、先ほどのパブリックコメントの結果とともに、府のホームページで公表させていただくという段取りになります。
それから、（案）が取れました高齢者計画の確定版につきましては、また、改めまして委員の皆様にはお送りさせていただきたいと考えております。手続きについては以上でございます。

高杉委員長

　ありがとうございました。
それでは、この第１の議題は終わりとしまして、次に第２の議題、高齢者虐待防止の取り組み状況についての説明をお願いしたいと思います。

介護支援課課長補佐
　大阪府福祉部高齢介護室介護支援課の介護予防グループの課長補佐をしております牧野と申します。
私の方から資料４に基づきまして、平成２３年度高齢者虐待防止・身体拘束ゼロ推進の取り組み状況についてということで、ご説明させていただきます。
まず前段ですが、高齢者虐待防止法の施行を踏まえた高齢者虐待防止・身体拘束ゼロ推進会議というものを、大阪府では平成１６年度から１８年度まで開催しておりました。その会議の中でいただきましたご提言を受けまして、これまで高齢者虐待防止の取り組みを進めてきておるところでございます。
まず、それでは、１番目の項目として集計として出ております、直近の平成２２年度の府内高齢者の虐待の状況についてご説明いたします。
まず、最初に要介護施設従事者等による虐待でございますが、市町村から報告を受けましたのは平成２２年度６件、これは２１年度の７件から１件減少という形となっております。そして、種類と累計につきましては、身体的虐待６件、心理的虐待が１件と、７件になっていますのは、内１件が両方の虐待を重なっていたということでございます。ここで発生した養介護施設等の種別というのを記載しております特養、居宅介護支援事業所で各２件、グループホーム、有料ホームが１件ということで、６件となっております。
このようなすべての案件につきましては、第一義的な対応をしております市町村が施設等への指導や被虐待高齢者等の保護等の対応を行っておるところでございます。
続きまして、養護者による虐待でございます。
市町村への相談・通報等があった件数というのは１,７６３件となっております。この中で虐待を受けた、または受けたと思われたと市町村で判断された事例は１,２３３件となっております。これは２１年度と比較しますと、相談通報受理件数で３２０件、虐待の事例ということでは１９７件増えておる結果となっております。
相談・通報された方というのは、介護支援専門員、介護保険事業所職員が全体の４０％強を占ており、次に多かったのが警察からということで、これが２０％ということとなっております。
虐待の種別・累計でございますけれども、やはり身体的虐待というのが最も多く、約６割以上となっております。次に心理的虐待、経済的虐待、介護・世話の放棄・放任という順になっております。
虐待を受けられた高齢者と虐待者の状況、関係ですが、性別でいいますと、受けられた方というものは女性が４分の３以上と、大多数を占めております。
年齢でいきますと７０歳から７９歳、いわゆる７０代が４割以上となっております。
続柄ですけれども、虐待者の方というのは息子さんが４３.４％で最も多く、次が夫と、男の人が多いという形になっております。
また、８割以上の方が虐待を受けられた高齢者の方と同居されているということとなっております。
次に、虐待への対応策ですが、虐待の状況がひどくて被虐待高齢者と虐待者を分離した事例が５４５件でございました。
１枚めくっていただきまして、内、主な対応についてですが、契約による介護保険サービスの利用、これが１４２件と最も多く、次に医療機関への一時入院が１３９件、老人福祉法に基づくやむを得ない事由等による措置が９２件といった順番になっております。
虐待を受けた高齢者と虐待を分離していない事例というのは７５９件でございまして、どういう対応をしていますかといいますと、擁護者に対する助言指導というのが３１０件で最も多く、次に見守りが１９５件、介護保険サービスを既に受けているけれども、ケアプランを見直して対欧したというのが１９３件、という順となっております。
ただ、この件数については小さく書いておりますが、重複がありますので、実際に発生した件数で複数の対応をしたものはそれぞれ１件としておりますので、合計すると若干合わないと思います。
次に、大阪府の取組みということでご説明させていただきます。
高齢者虐待防止法が平成１８年に施行されたことによって、先ほども言いました通り、市町村を第一義的な責任主体とする体制整備、これが制度化されたということでございます。そういったことで、すべての市町村で高齢者虐待対応窓口を明確にするとともに、権利養護業務を担います地域包括支援センターの設置などの体制整備が進められてきておるところでございます。
府におきましては、市町村が高齢者虐待防止法の取組みに的確に対応できますよう、市町村での専門人材の育成、対応困難事例の介入を通した体制整備の支援を行っておるところでございます。
また、介護保険施設内での身体拘束廃止への体制づくりの支援のための標準マニュアルの作成・普及や身体拘束を含めた高齢者虐待に対しまして、市町村や施設が一層効果的な対応を図れるような支援をしておるところでございます。
今後もこのような取組みを引き続き進めていくということとともに、広域自治体としての役割を踏まえまして、体制整備の支援、処遇困難事例の支援という二つの柱の取組みを進めていきたいと思っております。
具体的な取組み内容ですが、まず家庭内、いわゆる擁護者による高齢者虐待防止法の取組みとしまして、今年度の取組みでございますが、市町村におけます高齢者虐待防止体制整備を支援するということで、大阪府認知症高齢者虐待防止対策専門委員会の設置・運営というものがあります。これは学識経験者、実務経験者等による委員会を設置しまして、今年度３回開催し、現状の課題の把握と解決を図るということとともに、市町村の体制整備を強化促進させるための検討を実施したところでございます。
続きまして、大阪府高齢者虐待防止対応アドバイザー会議の設置・運営でございます。これは弁護士さん、社会福祉士さんからなります高齢者虐待対応専門職チームや、実務担当者や学識経験者らによるアドバイザー会議というものを設置しまして、市町村の高齢者虐待防止担当者の力の向上というものと強化を図るという形で行っておるものでございます。
次のページですが、専門人材の育成ということでございます。これは平成２３年の７月から８月にかけまして、３日間のカリキュラムで高齢者虐待に対応されております市町村職員や地域包括支援センター職員等の実務者を対象にしまして、虐待の対応力向上を図るために社会福祉会に業務委託し、高齢者虐待対応市町村実務者研修というものを実施したところでございます。
続きまして、専門相談窓口の設置ということですが、支援困難な事例に対応する市町村さんとか地域包括支援センターさんが、対応の中で困難な事例に直面した時に、これをバックアップするということで専門相談窓口を設置しまして、弁護士や社会福祉士さんからなります専門職チームによる派遣を含めた事例への介入支援、こういったものを行ってきたとともに、市町村の体制整備への助言ということを行っております。具体的な内容としましては、そこに書いています通り、電話・来所相談ということと専門職チームの派遣ということがございます。
続きまして、市町村担当者連絡会議の支援ということでございます。これは毎年１回行っておるんですが、高齢者虐待の防止に向けまして、府内の現状、課題の共通認識、情報交換、こういったものを図るということで、市町村の担当者を呼びまして連絡会議を開催したところでございます。２３年度につきましては、高齢者虐待対応事案への自己評価方法ということと、高齢者の虐待対応体制の取組みについての情報交換、こういったものを行ったところでございます。
続きまして、高齢者虐待防止の普及・啓発ということですが。これにつきましては、まず関係機関職員等への啓発ということで、介護保険施設や事業者などを対象としました集団指導におきまして、高齢者虐待防止法の周知をはじめ、啓発を実施しているところでございます。
続きまして、ホームページ等における普及・啓発でございますが。平成２２年度大阪府内市町村における高齢者虐待の対応状況と大阪府の取組みというものにつきまして、これをホームページで公表し、関係機関や府民等への虐待の現状と正しい理解の普及という形を努めております。
こういったことによって、高齢者虐待の防止に向けた取組みを進めておるところでございます。
また、市町村高齢者虐待対応評価ガイドブックや高齢者虐待対応ケース管理ツールというのを過去につくっておるんですけれども、これをホームページからもダウンロードできるようにいたしまして、市町村の中で評価体制がスムーズに進むような形で進めておるところでございます。
続きまして、平成２４年度の取組みでございます。先ほども言いました通り、府の役割というところでは広域自治体という部分がありますので、そういった観点から、市町村が高齢者虐待防止法の取組みに的確に対応できるような支援としまして、体制整備支援、職務困難事例の支援という二つの柱の取組みを引き続き進めていきたいと考えております。
１枚めくっていただきまして、市町村による高齢者虐待防止体制への支援ということですが、専門人材の養成というところにおきましては、市町村・地域包括支援センター職員の対応力向上を図るということを目的に、効果的な研修体制・カリキュラムの構築実施ということを行っていきたいと考えております。
続きまして、専門相談窓口は引き続き設置しまして、より支援困難化する事例に対応する市町村、地域包括支援センター等の支援を引き続き続けていくとともに、事例への介入支援というものを専門職チームの派遣等で対応していきたいと思っております。
続きまして、高齢者虐待防止検討委員会の設置運営ですが、これも引き続き設置をしていきまして、市町村におけます虐待防止体制の構築の支援に努めていきたいと。また、市町村・地域包括支援センター職員対象の虐待対応のマニュアル、リーフレットの内容の検討も行っていきたいと考えております。市町村担当者連絡会議、これも今年度２３年度やった取組みを、引き続き来年度においても現状や課題の共通認識を図るということの市町村との連携に努めていきたいと思っております。その時には、府からの一方的な説明だけではなく、各市町村が主体となって意見交換をできるような形をするなど、お互いに考慮が図れるような形で進めていきたいと考えております。
続きまして、高齢者虐待防止の普及啓発ですが、同じように関係機関等に対する集団指導における啓発、ホームページの活動というところで引き続き進めていきたいと考えております。
続きまして、施設内におけます身体拘束廃止推進等の取組みということでございます。まず２３年度の取組みです。最初に、身体拘束ゼロのための行動計画の推進でございますが、これには、まず身体拘束ゼロ推進員養成研修の実施ということがございます。施設のよりよいケアの提供と技術の向上を目的に、介護保険施設の指導的立場にあるものを対象とした研修を実施しまして、身体拘束廃止に関する認識と知識を深め、身体拘束廃止に関する実践的な手法を習得されるように努めております。実施内容としましては、講義というのを平成２３年の１１月から２４年１月にかけて計４日実施。
１枚めくっていただきますと、２４年１月２４日というのがありまして、そこまでに計４日実施と。施設実習につきましては２３年１２月、また２４年１月中の１日という形で実施し、今年度の終了者につきましては６１名となっております。
続きまして、看護職員研修の実施ですが、これは介護保険施設の看護職員を対象とした研修ということで、これも身体拘束廃止に関する理解を深めていただくとともに、医療的な観点から身体拘束を廃止するための実践的な知識・技術の習得ということを目的に実施したものでございます。平成２３年度は、そこに書いています通り１０月２０日、２１日の２日間実施し、終了者は１１８名となっております。
続きまして、行動計画進捗状況の把握でございますが、まず身体拘束実施状況調査アンケートを実施いたしまして、平成２２年度におきましては６０７施設について実施し、５００施設から回答を得たところでございます。その回答の中の９７％の施設におきましては、大阪府身体拘束ゼロ推進標準マニュアルを活用して身体拘束ゼロに取り組んでおりまして、どの施設種別におきましても身体拘束を行っている施設の割合は平成２１年度のアンケート結果よりも減少しております。割合としましては、平成２０年度４０.２％、２１年度３９.２％、２２年度が３５.６％という形になっておりまして、２３年度においても同様のアンケートを実施する予定でございます。
続きまして、実地指導及び自主点検表において、各介護保険施設の取組み状況を把握したところでございます。２３年１２月末現在の実地指導の実施状況につきましては、介護保険施設８６施設。その内訳につきましては特別養護老人ホームが６３、介護老人保健施設が１７、療養型医療施設が６となっております。実地指導をした結果、施設によってはやむを得ない場合の同意を得ているものの、切迫性、非代替性、一時性といった、やむを得ない場合に該当する３要件、これをすべて満たしていないケースや、介助のための検討会の開催頻度が少ない、他の方法がなかったかの検討が深まっていないといったケースが見受けられておりました。身体拘束を行わないケアの推進、やむを得ず実施する場合は適切に実施するように指導しております。なお、今年度に実地指導を実施しなかった施設につきましては、２４年度以降の実施時に自主点検表等の提出を求めて取組み状況を把握することとしております。
今後の取組みについてでございますが、大阪府身体拘束ゼロ推進標準マニュアルを活用して、身体拘束ゼロのための行動計画の推進を図り、利用者の尊厳を保つために身体拘束のない介護を目指し、サービスの質の向上が図られるよう、介護保険施設の主体的な取組みの啓発支援というものを、今後とも実施していくこととしております。
以上で資料４の説明について終わらせていただきます。

高杉委員長

　ありがとうございました。
２３年度の実績と今後今年の、今年度というか２４年度の取組みということで説明を受けましたが、これに関して何かご質問があれば、お伺いしたいと。どうぞ。

村井委員

　高齢者の虐待の具体的な、一般論で良いんですけれども、ただ具体的な事例で、それは虐待にあたるのかどうかという見解を、お聞かせ願いたいんです。
非常に重い認知症、あるいは精神的な重い病気に罹られて、非常に連日異常な行動になっていて、近隣の、例えば個別の近隣の関係者の、個別の人に対する連日の攻撃、服薬が必要になるほどになっていたり、つまり本人がご病気やと思うんですね、非常に重い状態になっている。
それを、例えば大阪府の場合ですと、保健所とか、あるいは市役所の場合は福祉課とか、そういうところも非常に認識をされておって、入院治療の極めて強い必要性の認識を持っておられるという場合に、家族の中で意見が分かれて、例えばお連れ合いさん、配偶者の方は非常にそれを強く望んでいるのに、子どもさんに一部反対が強くあるとしますね、入院をさせるということが。本人が嫌がったりする。これは、私は何を質問したいかというと、つまり体の重いけがの場合は、それを放置していることは虐待やと思うんですね。本人の判断能力がなくなっている場合に、家族が怪我している状態を１日も早く治療させようとすることを放置した場合、虐待、ネグレクトというか虐待になると思うんですけれども。
心の病の重い状態になって他害状態も起きているんですね、他の人に対する加害まで及ぼしているような状態ほど重くなっている状態の人。つまり、ご本人はご病気なんで、本人の人権のためにもまさに救済してあげるのが必要なわけですけれども、その場合にそれを阻むという行為は虐待になるんでしょうか。
つまり、もし虐待と見なした場合はかなり強硬な、措置入院とか、市役所の場合は保護医療ですか。それは、府としてはこういう具体的な個別の事例を持ち込んでここで質問しているんではないんですけれども、ケーススタディ的に言わないと分からないんで。よくあるんですよ、時々ね。どうも１ヶ月でも２ヶ月でも、保健所のほうはまるで暴力を相手に振るうとか自分で自傷行為をやっているとかというような場合は、これは措置入院できるけれども、精神的に、相手が病気になるほど攻撃して服薬になっているやつを他害とは認識していないので、措置入院的なことをできないみたいなことを言っているというケースがあるとしますね。
一方で市役所のほうは、医療保護というのは家族の理解を得ながらやるということでないと、措置入院ではないですね。だから病院も受けたがらないんですね、強制的ではないんで。
私、今さっきの報告と関連して感じるのは、それを家族が阻止してしまうことがなければ、実はできるのに、妨害をしている場合は、これはつまり心の病も病気なんですね。だから、本人のために治してあげないといけないのを家族が阻止するような行動をするという場合は、虐待にあたるのかどうか、見解で結構なんで。
具体的に言わないんで、しつこい質問になりましたけれども。具体的に言わないと見解のほうも一般論では答えにくいことがあるといけないので詳しく申し上げましたけれども、それをお聞かせ願いたいんですが。
もし虐待にあたると思っているんやったら、現場では齟齬が起きているという事例がございますので、個別のことを今ここで質問する気はないんですけれども。そういうケースの場合は、虐待にあたるほどのケースだと捉えているのかどうか、見解をお聞かせ願いたいと思います。

高杉委員長

　行政マンとしての答えは。

介護支援課長

　非常に難しい問題でございます。
われわれの立場からいたしますと、まず、高齢者はこの計画の中からいうと、包括支援センターにご家族の方がお願いをするか、近所の方がお声かけをしてくださいというのが、まず一つになります。
今のお話では、まず病気だということでございますので、そういう意味では、まず病院にお連れいただきたいというのが、まずわれわれのサイドからの第一義的なお話になります。その中でお医者さんのご指導に従ってもらう、その時に地域的なフォローが必要であれば、その時に地域包括支援センターを巻き込んでいただいて、地域として何かできるのかというところに結びついていくということになります。
ただ、今のお話は、その判断をする最終的な判断、それをだれがどうするのかというところになります。まさに非常に難しい、われわれ地域包括支援センターにも同じような問題が持ち込まれます。
その時に専門員の方がまず何に着目されるかといいますと、その事象に対して誰が責任を持って最終判断をするのかという方の、その判断といいますか、目利きというのは変な言い方ですけれども、家族構成の中で誰が判断をされるのかというのを探られるみたいです。
これは僕も一事例しか知りませんので、知っている範囲では、そのリーダーとなられる家族の方を中心に、その方をどうケアしていくのかというふうな物事を進めていく。
ただ、これが複数に渡る場合、おっしゃられたご家族の旦那様、奥様、子ども様、お互いが意見対立をする時には、本当に結論がないのかもしれませんが、ご家族としての統一見解を粘り強くお話をいただくしか、今のところ方法はないのかなというのが、一般論かもしれませんが、お答えでございます。

村井委員

　一致したら一番良いのは分かっているんですけれども、私が聞きたいのは永久に一致しない間は、今のご答弁ですと、虐待とまではいえないということですね。虐待やったら意見は一致しなくても防止をせなあかんでしょう。だから虐待予防と言っているんで、虐待が起こっていたらあれやけど、予防というのと、よくストーカーされているけどひょっとしたら殺されるかも分からんといったら、まだそこまで行ってないからという、予防といったら、かなり踏み込まんと予防にはなりませんよね。
そういう場合にいろいろ取り組んでいて、私は取り組んでいるというのは分かるんですけれども、現場で結構難しいケースは、予防というのはものすごく難しいんです。家族間の虐待というのは極めて難しいんですよ、トラブルというのは。
今のケースなんかもそうなんですけれども。それを予防の取組みをしていますという報告なんですけれども、ある決断をしないといけないと思うんですよ。
これは、予防のためにはかなり強制的に、家族の１人が極めて理解してくれているんやったら、あるいは３人のうちの２人やったら、これはこうすると。それは、今の行政の中ではできないんですかね。つまり、結果的には現状を放置するしか仕方がないということになるんですかね。つまり、何か事件が起きてから、やっぱりやっておいたら良かったなということになるんですかという話です。

介護支援課長

　先ほどの繰り返しに近くなりますけれども、まずお医者さんがまず行くかどうかの話ですが、病院のほうに行かれたら、そのご指示になるべく従ってもらうということになります。今おっしゃられたようなケースの中で、放置されている、ネグレクトに近い状況、それがご近所の方が地域包括支援センターなりに、こういう状況ですよとお声かけをいただく状況があったとすれば、今現在のわれわれの取組みを・・。

村井委員

　じゃあ、もうちょっと具体的に言いますわ。地域包括も知っている、保健所も知っている、市役所も知っている、警察も知っている、近所の人も、自分らも被害者や言うて届けもしている。それでも保健所は、それを問題解決のための措置をする事例ではないと言っているケースがあるんですよ。今現在あるんですよ。それはしょうがないという見解なのか。
つまり、私そういうケースが多いんですよ、私の経験では。
一事例で発言しているんじゃないんです。
つまり、虐待を防ぐ、予防するということはどういうことかというと、極めて家族間の問題が絡んでいるやつをどうかするかでしょう。
だから、取組み状況を報告していただくのも良いですけれども、そのケースケースで判断という問題もあるんですけれども、今言っているやつは、措置するぐらいの取組みが必要という見解を取っておられるのか、そうではないのか。どこかが方針を言わないと。実際は救済せなあかん人が放置されている状況を皆が知っていて放置しているという状態が、結構あるんです。だから、そのことを府が、これ取組みを報告されているけれども、そういう事例はたくさん、実は言われるまでもなく、現場では、保健所とか、そういう現場では抱えていることは認識しておりますということなのかどうか、そういうことの意味もちょっと、皆、虐待さえ通報したらすぐ取り組んで解決していますというように聞こえるんでね。

介護支援課長

　再度申し上げますけれども、地域包括支援センターに今ご承知をいただいているということで、先ほど言いました地域包括ケア会議というのが、困難事例においては必ずやっているというのが制度上の前提でございます。その中で市役所の方も入られて、ネグレクトも本当に虐待で措置しなければならない状態かどうかということも、そこで一定ご議論をいただいて、措置権は市役所にございますので、地域ケア会議の中で措置する必要があるという判断がされた時には、市役所が動いていると。
裏を返せば専門家の方々がおられる中で、地域ケア会議の中で必要がないと言われれば結果的にはそれはまたご家族のほうに委ねられていると、少なくとも、行政的なフォローとしてはそこで判断がなされているというふうに、システム的にはなっています。私の知っている事例も、一事例はそういう対応をされておられました。どこまで、すべきと言われるとケースがあります。

高杉委員長

　なかなか虐待のギリギリのところ、また家族間での意見の統一を見ないところで、子どもの虐待もよく通報されながら放置されて死亡に至るというようなことも新聞報道等でちょこちょこ聞きますけれども。そういう死亡とかどうとかいうのは別にしても、虐待というのは非常に難しい部分はあろうと思いますが、そこらあたりをどういうふうに具体的に、今言われた実際に包括支援センターでそういう会議をしながら、事例ごとにきちんとした方向を出していくのか、こういう部分が大きな今後の問題だろうと思いますんで、そのあたりもよろしく。
どうぞ、黒田さん。

黒田委員

　今、村井委員がおっしゃったような事例というのは、精神障がいを持っていて、医療だとかケアが必要だけれども自らそれを求めないというような人がいるわけですね。その人たちに対してどう社会的に対応していくのが、人権という観点だとか医療のニーズに応えるという観点だとかいうことで、適切かという、そういう疑問だと思うんですよ。
これも、例えば認知症の方で生活が１人でできなくなってくるようなセルフネグレクトという状態に陥っているような方もいらっしゃいます。自分から介護保険だとか医療を求めておられないという方がいらっしゃいます。そういう事例であれば、地域包括支援センターは対応しようとしますね。あるいは高齢者虐待の事例で、虐待をしている方が若い精神障害の方だというような場合があります。そうすると、養護者支援も地域包括支援センターの役割なんだけれども、養護者ということで４０歳に達しない、例えば統合失調症の方が結果的には親の虐待にあたるようなことをしていたとしますね。だけど、それは病気が背景にあるとする。その時に、その病気を治すためにはちゃんと医療機関につなぐとか、その方の医療を提供することが大事だと、その方の人権のためにもそれが必要だということが出てくると思いますね。
だけど、なかなか地域包括支援センターでそこの支援まではできないということになってきます。では、どこが虐待をしている精神障害を持っている方の支援をするのか。これは、精神保健相談を行っている保健所ですとか、あるいは地域の精神科の医療機関だとか、そういうところがチームに参加してこなくてはいけない。そういうのは今の高齢者虐待を見ていると、大きな課題だなと思っています。
実は、児童虐待でもそうです。お母さんが精神障害を持っていて、それで結果的に子どもの虐待にあたるようなことをしてしまうというようなことがあるわけでして。
つい先だって、毎日新聞が東大阪の事例を報道していました。
ですから、これはまだ未解決というか、なかなか今の私たちの保健医療福祉の制度の中で上手く適切に対応をしきれていない領域だなと思っています。
精神保健福祉法の中には、医療保護入院だとか措置入院だとかという制度が書かれているわけでして、そのような制度を上手く活用するということ必要だと思うんだけれども。じゃあ精神科医がちゃんと家まで赴いて、アセスメントというか診断をちゃんとできるか。そのような体制がちゃんと整っていないことすらあると思います。要するに、大きな課題があるんだという趣旨の発言を、私はしたんです。

村井委員

　まさに黒田先生がおっしゃっているとおりです。
だからその課題認識をいっぺん持っていただきたいなということです。見解はズバリ、なかなかよう言っていません。そこがものすごく増えていますよ。家族の中で精神障がいもあって認知症の老人もおられるという、つまりこれを社会的排除と言うんです。孤立というんですかね。そこへ踏み込まなかったらその当事者の救済もできないし、逆に周辺の人にも被害者が出るという。これについて認識しているけど、皆、関係機関でも実は放置しているという状態。はっきり言って。それをいっぺん考えてほしいです。

高杉委員長

　分かりました。これは１つの課題として置いておきたいと思います。他に何かご意見は。
黒田委員。

黒田委員

　別の観点から。今日の資料の５ページに実地指導のことが書かれています。これは身体拘束ゼロに向けた介護保険施設の実地指導のことが書かれているんですけれども、この実地指導を行うところはどこなんでしょうかというのが１つの質問です。

施設課長

　介護保険施設の実地指導は、私ども施設課のほうでチームを組んであたっております。

黒田委員

　ありがとうございます。府の施設課ということになるわけですよね。一方で、養介護施設従事者等による虐待が発生した場合。これは１ページの一番下の黒丸には、すべての案件で市町村が施設等への指導あるいは被虐待高齢者の保護等の対応を行っていると書いてありますでしょう。施設に対する指導権限という点で、市町村だけで十分なのかどうかという質問です。それはどうでしょう？

施設課長

　おっしゃいますように、施設に対する指導権限につきましては、私ども府の施設課のほうにございますので、実際にはいろんな情報が、たとえば施設内部からの通報でございますとか、利用者のご家族の方からの通報でございますとか、いろんなルートでいろんな情報が出てまいります。
一応、高齢者虐待防止法の仕組みとしては、第一義的に通報先として市町村に情報が行って、まず市町村が対応せよということになっておりますけれど、実際の場面では、情報が入って、まず早急に動かないといけないものですから。私どもも当該の市町村に、まず私どもに入った情報については市町村にも通報するとともに、たとえば利用者の保護とか処遇の問題で早急に対応しないといけないという場合には、一緒に施設のほうに調査に入ったり、私どもで先に市町村に調査をかけたりというような場面もございます。それはもうケースバイケースで対応をしております。
黒田委員

　養護者による虐待は市町村で対応していくということが一義的になるかと思うんだけれども。
養介護施設従事者等による虐待の場合には、市町村が通報の受け手だというわけですけれども、都道府県にそれは連絡しなくてはいけないことになっておりますよね。
そして、事業者の指定だとか指導権限が都道府県にあるということで、都道府県がその指導をしていくことが必要になってくると思うんですよ。ここに、市町村が施設等への指導と書いてあるんだけれども、むしろここは、市町村と府が連絡を取り合って指導するということにならなくてはいけないんじゃないかと思うんです。

介護支援課長

　先生ご指摘のとおり。虐待防止法に関係しましては、一義的には市町村になりますが、その虐待防止法の２４条のところに、老人福祉法等の関係法令をもって対応にあたるというふうなことになっておりますので、情報を受けました市町村が、施設等の場合には、市町村が必要と判断した場合になりますけれども、われわれのほうに情報が入りまして、そういう指導権限を施設課なり関係課と連携をして対応にあたるというのは、法律そのものもそのようになっていて、われわれもそのように動いているところでございます。

高杉委員長

　他かに何か。津村先生。

津村委員

　家庭内における高齢者虐待の中で、３ページのところで２４年度の取り組みというのが下にありますね。それを受けて、４ページのところで（１）に①～④までの取り組みが書かれているんですけれど、この中に１つ抜けているんじゃないかなと思うのが、その体制整備の中に高齢者の要支援とか支援困難事例が虐待事例にならないようにという、いわゆる高齢者見守りのシステム、これは住民のボランティアさんと民生委員さんと地域包括が一緒になってつくらないといけないものなんですけれど、これが抜けているように思うんですけれど、ぜひ、これは必要だと思います。
この「大阪府高齢者計画２０１２」の４６ページのところを見ていただけましたら、最初の（１）のところに、高齢者の生活課題を細かく把握して継続的に高齢者を見守っていく、見守りを実施できる支援をしますというふうに書いておりますところと連動させますと、両方の意味で、これをもう１つ、⑤をつけていただけたら良いかと思います。
それと、ついでに前の４６ページのところの、地域におけるセーフティネットのところの、ＣＳＷについての福祉課題をワンストップで受け止めていくためには、ＣＳＷがその役割を遺憾なく発揮できる体制の整備を市町村に働きかけますと言うけれど、働きかけますというのは一体、具体的に提案をいろいろ出さなかったら市町村はなかなか、これだけの文章でついてくるとは思えませんので、もっと具体的な提案をお互いに市町村間で出し合ったりとか、良いところがあればそれをモデルにしてとか、というふうな形の具体策を出さないといけないと思いますし、同じく見守りのシステムの中では、４６ページの福祉教育の充実というところで、小・中学校における豊かな福祉マインドを身につけるため、体験活動に重点を置いた福祉教育の推進について、市町村・教育委員会に働きかけますというふうにしてありますけれど、これに関しましても少しいろいろなモデルとか提案とかを具体的に出して、こんなふうにやると子どもたちが参加型で体験ができて、子どもたちを含めたボランティアとしての地域の中での高齢者の見守りがつくれるよというような、持って行き方が必要なんじゃないかなと思います。
高齢者の虐待防止、特に地域の住民を中心にした見守りのシステムについてずっと考えてきたものですから、ここらへんについてもう少し追加していただきたいと思います。以上です。

高杉委員長

　何か、それについて。

介護支援課長

　ありがとうございます。大阪府としても計画に書いておりますように、この地域支え合いとして頑張っておるところでございます。今日の報告の中でご指摘がありましたように、もう少しこの虐待の防止という観点でとりまとめてはどうかというご意見を承ったと理解しております。
また、毎年ご報告をしてご理解を賜るものでございますので、それに配慮して次回もまたとりまとめてやっていきたいと考えております。

高杉委員長

　川合先生。

川合委員

　２週間ほど前、府の特段のご配慮をいただきまして、大老協は、私が全国会長のときから懸案でありました、認知症のキャラバンメイト研修をいたしました。キャラバンメイト研修というのはいろいろお読みいただいたらお分かりのように、実は事業所並びに市町村となっているんですね。われわれのような職域団体であるとか、そういうところでは研修システムがないんです。
私、全国におりましたときに、宮島老健局長にこれを全老健でしたいと、看護協会でもしてくださいと、医師会でもしていただきたいと、なぜかというと、診療所とかいろんな訪問看護ステーションとか老健とか特養とか、そのようなところでキャラバンメイトが要所でできれば、ご家族の見舞いがいらっしゃるわけですから、そういうところで１～２時間メイトがお話をさせていただければ、キャラバンサポーターができるんですね。
結局この方が、村井委員がおっしゃるように精神疾患をお持ちなのか、認知症の初期なのかというのは、われわれ一般庶民には分かりません。そういうときにメイトさんを養成して、われわれ、あるいは職域団体がもっともっと社会に出て行くべきだと思うんですよ。これは府に任せておいたら良い、市に任せておいたら良いという状況ではないと思うんです。
ここのキャラバンサポーターのところにもありますように、駅員さんであるとかコンビニの店員さんであるとか、あるいはいろんな宅配の方であるとか、そういう方々が地域を回って、あの人、昨日まではちゃんと服着ていたのに今日来るときはステテコで来とるぞ、冬やぞ、ちょっとおかしいなと、そういうところからいわゆる認知症サポーター医というのが、各郡市医師会にいらっしゃるわけですから、そのようなところと連携をして地域から前に進まないことには、私は府や市町村ばかりに要求しても意味のないことだと思うんです。
われわれは社会運動としてどうしていくのか。メイトを養成して、サポーターを養成していこうよというのがこの会議で出てくれば、何万人のサポーターができると思います？
そういうところに私は、今回、府がわれわれ大老協の考え方にご賛同をいただいて、共同研修に８５人来ました。応募は６０人ですけれども、ホームページに載せますと一般のところからも２０数名、メイトになりたいということでいらっしゃいました。それはまた、公益化に１つの力をくれたんだと思いますけれども、私はやはり各団体がそのように行動を、今起こすべき時期だと思うんです。どうのこうのということではなく。われわれが何をするのか、彼らが何をするのか、ちょっと見とかなあかんというのではなくて、われわれは何をするのかという発想に立ちたいなと思います。

高杉委員長

　いいですか。

地域福祉課長

　地域福祉課でございます。
先ほど津村先生からおっしゃられましたセーフティネットのところなんですけれども、コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）、制度的には、元々は府の補助金ということなんですが、現在は交付金ということで、市町村で委託事業をしております。ＣＳＷはその制度の狭間である　複合的な課題を抱えた方を見守りから発見して最終的につないでいくという、そのような役割を期待されているんですけれども、最近では市町村の中に複数人いらっしゃったりしますので、たとえば横の連絡をつくって課題を共有し合ったり、あるいは地域包括支援センターと連携をして、たとえばそこの地域ケア会議の一員になってチームで課題解決をしたりということ、いろんな事例が出てきておりまして、そのようなことをＣＳＷに紹介するなりしていって、この市町村に働きかけますというようなことをさせていただいています。そういうことで、この表現になっているということでございます。

高杉委員長

　他に何かご意見、ありますか。東野委員。

東野委員

　意見というよりもお願いなんですけれども、４ページから施設の記載があって、身体拘束ゼロ推進員養成研修の記載があります。かなり以前からこの研修に、大阪府として取り組んで、私どもの団体が委託を受けて取り組んできているんですが、毎年１回、６０名を養成してきていると、延べ人数にしてみたらかなりの人数になっていると思うんですね。ただ、この研修は非常にニーズがまだまだ高くて、ニーズが高いというのは、やはり各施設身体拘束ゼロを目指したいんだけれども、やはり悩みは抱えていると。実地指導なんかでもそういう悩みがあるんだというふうな記載もあるんですが、そういう人たちがまだまだ多いと。
アンケート全体では、やはり身体拘束をなくすという方向では進んでいっていると。でも、しかし個々の施設ではまだまだ悩みを抱えているところが多いと。その実態の反映で、この研修に対するニーズがかなり高い。いつも募集定員を遙かに超える応募があるというような状況なんですけれども、その中で、計５日間の研修でかなり学びができているのかなと思っているんですが。
しかし、その学びをしながら、推進員として施設に帰って、推進員として頑張っていくと、その決意を最後に固めて卒業されていくんですが、その方々が施設に帰ってどうなっているんだろうかと。そして、どのような状況なんだろうか、本当に頑張れているんだろうか、あるいは施設の中で孤立をしているんだろうか、あるいは体制がきちんとできて推進員を中心にしながら施設全体が変わろうというふうな努力が進んでいっているんだろうかと、そのところが非常に、この研修をずっとやってきて、大切なところだなと思っているんですね。
ただ、しかしながら、われわれ団体の力不足もあったりして、研修をこなす、毎年卒業生を送り出すというところはできてきたかも分からないけれども、実際のところフォローアップが全くできていません。それで、今回の研修を受けた受講生なんかでも、今後のフォローアップをちゃんとやってくれるんですかと、そのような意見も確かにありました。
そういう意味で、どのようなことができてきていくのかというふうなことは少し検討で別問題にして、今まで送り出してきた、あるいは知事の修了証書を渡してきた推進員が今どういう状況なんだろうかと、どいうふうな状況把握、どんな活動をやっているんだろうかと、どこに悩みを抱えているんだろうかということを、少し知恵を出してできないだろうかと思っているんですね。
たとえば、毎年大阪府が各施設に身体拘束に関するアンケート調査をやっています。その中の１つの項目に、推進員はどんな状況ですか、というようなことを入れられないだろうかと。
あるいは、せっかく毎年、いくつかの施設で実地調査をかなり手間をかけて行っています。その中で施設の状況とともに推進員の活動をしている姿、それをちょっと拾い出せないだろうかとか、あるいは、府だけの仕事ではなくて、施設の各団体の皆さんがいらっしゃいますから、そのようなところの協力を得ながら推進員の状況、あるいは各施設、個々の施設で悩んでいる課題、悩みというか、というふうなものの拾い出しとかも含めて、そのようなことを少し、単に研修を行っているだけではなくて、そういうところに少し踏み込んでみて、じゃあ推進員の持つべき資質とか、あるいは各施設で推進員をこのように応援してほしいというふうな発信ということも含めて、それを少し今後考えていきながら研修をより良いものにしていく。
あるいは、それも踏まえて推進員がもっと前向きに頑張っていけるような環境整備ということを、少しこれから考えていくべきだなと思っていますので、そのあたりをできる範囲で、できるところからで良いと思うんですけれども、そんなに片意地を張ってやる必要もないと思うんですけれども、そのようなところへ少し、これから大阪府を始め、いろんな団体の皆様方の力を借りながら踏み出していけたら良いのかなと思っていますので、よろしくお願いしたいなと思います。

高杉委員長

　それに関連して？

川合委員

　実は、東野さんの活動は府と協力されて、私は本当に敬意を持って見させてもらっています。
今回、実は昨日なんですけれども、次期の執行部を決めさせていただいた中で、大老協の中にも身体拘束ゼロ部会というのを作っています。そこの部会長から３人お願いしていると思いますけれども、１人が全然出席して来んのじゃと。これをちょっと変えたいけど良いか、という提案があって、出席ゼロやったら変えてくれと。誰に変えたら良え、あんたの好きなやつに変えてくれ、というふうに言いました。そうしたら私に任せていただけるんですねということで、次回から３人が出て行くと思いますけれども。
私は今、横の連絡がなくて毎年の府のアンケートに入ってないということ自体がクエッションマーク、えっ？と思ったものですから、少し項目を１つ増やすぐらいのことですから、府の行事ですし、それは活動をしていますか、という項目ぐらい入れられたら、だいぶん進むんじゃないかと思いますけれども。私はぜひとも、続けていただきたいと思います。

高杉委員長

　どうぞ。

施設課長

　今ご意見いただきましたように、身体拘束につきまして今、施設の実地指導におきまして実際に委員会の運用状況でありますとか、どういう取り組みの中で施設としてやっているのか、またそれができていないのかというところも含めまして、ヒアリングをやっているんですけれども、おっしゃいますようにフォローアップの体制でありますとか、今後少し検討をしてまいりたいと思っております。

高杉委員長

　よろしくお願いします。
他に何かございますか。
無いようでしたら、ただ、今、委員がいろいろとおっしゃられた意見、これは非常に大切な部分もあろうと思います。また、いろいろと法的な体系も含めてなかなかすぐには取り組めない、あるいは課題という部分もあろうかと思いますが、前向きになんとかクリアに、少しでも前に向かっていけるような、解決できる方向で検討をお願いできればと思います。これはお願いしておきたいと思います。
それでは、虐待防止の取り組み。少しパンフレットも入っているので津村先生、この際どうですか。ちょっとご案内も含めて、どうですか。

津村委員

　お時間をいただいてありがとうございます。
本来ならば大阪というところですけれど、神戸大会になっております。私が所属するところが神戸ですので、このような形になりました。特に市民講座の中で、高齢者の虐待事例の６割以上が認知症ということですので、認知症の高齢者の虐待を防ぐ町づくりということで、現在の病院における実態だとか、地域における孤立死の実態等をふまえまして、認知症高齢者、特に市民講座の中では、今日も出ておりました経済的虐待、息子による虐待の多くが経済的虐待であるというふうなあたりから、経済的にトラブルをいろいろ起こす認知症高齢者をどのようにして経済的虐待の問題から救い、そして安全な町づくりにつないでいくかとか、それから、徘徊する認知症高齢者をどうやって最後まで地域で支えていくか、みたいな、そういうことに実際に取り組んでいる取り組みをご紹介できると思います。
参加無料ということで、もしご紹介をいただければありがたいなと思っています。ちょっと先ですが、７月１４日です。

高杉委員長

　ありがとうございました。
それでは、この件に関しては終わりたいと思います。
次に議題３ですが、その他の項目で事務局、何かあったらご説明を。

介護支援課課長補佐

　議題というほどのことではございませんが、ご連絡とお願いということでございます。
先ほどの高齢者計画につきましては４月以降、２４年度予算での印刷・製本ということになっております。印刷ができましたら委員の皆様にお届けをいたします。
それと、現在の委員の皆様の任期が本年の６月末までということになっております。残りの期間につきましてもよろしくお願いいたしたいと思います。緊急にお諮りすべき議題等がなければ、６月末までにこの委員会を開催する予定というのは、今のところはございませんけれども、６月末までの任期ということで、よろしくお願いしたいと思います。
なお、次期の委員のご依頼につきまして、また別途ご相談させていただきたいと思っておりますので、併せてよろしくお願いいたします。以上でございます。

高杉委員

　今は事務的な説明等でございましたが、特にはございませんか。
他に無いようでしたら、時間少し短めに終わりましたが、ここで終わりたいと思います。
それでは、事務局にマイクをお返しします。

介護支援課総括補佐

　委員長、議事進行をどうもありがとうございました。
それでは閉会にあたりまして、高齢介護室長の木原よりご挨拶申し上げます。

高齢介護室長

　それでは、委員会の閉会にあたりまして一言ご挨拶を申し上げます。
今年度は３年に一度の計画策定の年にあたりまして、本日を含めまして４回の委員会を開催いたしました。委員の皆様には様々な視点からのご指導・ご支援を賜りまして、誠にありがとうございました。
計画策定自体も大変でございますが、本計画が今後どこまで実行できるかが重要となってまいります。実行ができてこそ初めてこれまでのご審議が生きてくるものと、肝に銘じているところでございます。
その点につきましては、来年度以降の委員会につきまして計画の進捗状況を報告させていただきますとともに、課題の解決や効果的な施策が推進できるような方向・方策につきまして、さらにご意見を頂戴いたしたいと考えておりますので、皆様におかれましては今後ともよろしくお願い申し上げます。
最後になりましたが、この委員会を円滑に運営いただきました委員長の高杉様、並びに委員長職務代理の黒田様に御礼を申し上げますとともに、業務多忙のところをこの本委員会にご出席いただき、毎回貴重なご意見をいただきました委員の皆様に、心よりお礼を申し上げたいと思います。
誠にありがとうございました。
以上、簡単ではございますが、閉会にあたりましての挨拶とさせていただきます。
本日はどうもありがとうございました。

介護支援課総括補佐

　それでは以上をもちまして、第３８回大阪府高齢者保健福祉計画推進委員会を終了させていただきます。
本日は長時間にわたりまして、ありがとうございました。
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